
学校支援地域本部事業に取り組んでいる目的
（２つ選択 n＝728市町村）
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子どもたちが地域住民と交流することにより、
様々な体験や経験の場が増え、学力や規範意識、

コミュニケーション能力の向上につながるから

地域住民が学校を支援することにより、教員が授業
や生徒指導などにより力を注ぐことができるから

地域住民の生きがいづくりや自己実現につながるから

地域住民が支援することにより、地域の教育力
が向上し、地域の活性化につながるから

その他

（６）平成20年度の取組状況から
◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から



うまくいっている
（目的を達成した）

26.0％

うまくいっていない
（目的を達成していない）

4.4％

始めたばかりであり、
どちらともいえない

69.6％

学校支援地域本部事業が順調に進んでいるか(目的が達成したか)

（n＝728市町村）

◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から



学校支援地域本部事業の効果
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子どもの学力が向上した

子どもの生活リズムや授業態度が向上した

子どもの規範意識、コミュニケーション能力が向上した

子どもの体力が向上した

教員の勤務負担が軽減された

ボランティアの生きがいづくりにつながった

地域と学校の連携が深まり、交流の機会が増えた

地域の絆が深まり、地域が活性化した

その他

（２つ選択 n＝189市町村）

◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から



学校支援地域本部事業がうまくいっている理由
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校長がリーダーシップを発揮しているから

教職員の理解が得られているから

コーディネーターが適任者だから

理解のあるボランティアが多数集まったから

地域全体で本事業に取り組んでいるから

以前からボランティアの支援の仕組みがあったから

その他

（２つ選択 n＝189市町村）

◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から



地域コーディネーター・学校支援ボランティアの養成

（n＝728市町村）
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地域コーディネーター

学校支援ボランティア

都道府県主催で実施 市町村主催で実施

都道府県、市町村で役割分担の上、実施

研修は実施していない

把握していない：2.2％学校支援地域本部ごとに実施

◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から



事例紹介
地域コーディネーターや学校支援ボランティアの養成

◎地域コーディネーターの養成に取り組んでいる地域
◇千葉県野田市

・市で年間８回の養成研修講座を企画
・地域で推薦を受けたコーディネーター候補25名が受講

◎学校支援ボランティアの養成に取り組んでいる地域
◇東京都小平市

・教育委員会と学校の共同で、これからボランティアとして活動する
ための講座や、すでに活動している方のスキルアップ講座を実施

【実施内容】
・野田市の事業概要と学校支援地域本部 ・学校職員と地域コーディネーターの連携
・モデル地区学校支援地域本部の視察とニーズの具現化
・モデル学校支援地域本部コーディネーターとともに学校支援の実践
・実践研修の成果発表と学んだ内容の共有 ・教育実践交流会への参加
・支援ボランティアとしての活動 ・次年度に向けた計画立案 について受講。

【実施結果】
学校教育への参画意識が高まるとともに、講座受講をきっかけに新たなボランティア
組織も生まれ、「子どもたちから元気がもらえた」と、活動が地域の方の喜びとして受
け入れられている。

「学校支援地域本部実践事例Navi」から



学校支援地域本部事業がうまくいっていない理由

（２つ選択 n＝32市町村）
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地域の理解が得られないから

コーディネーターが十分力を発揮できていないから

ボランティアに参加する地域住民が少ないから

本事業の経費の使い勝手がよくないから

委託経費がすぐに振り込まれないから

教育委員会の説明やサポートが十分でないから

その他

学校の理解が得られないから

◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から



学校支援地域本部事業に取り組んでいない理由
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子どもたちへの教育効果が期待できないから

学校の体制が整っていない、
又はかえって教育が多忙になるから

保護者の理解が得られないから

すでに同様の取組を実施しているから

本事業の経費の使い勝手がよくないから

ボランティアへの謝金が措置されていないから

放課後子どもプランとの区別が不明確だから

財政部局の理解が得られないため、
予算措置できなかったから

ボランティアがいないから

行政担当者が本事業の内容をよく理解していないから

コーディネーターにふさわしい人材がいないから

次年度以降の先行きが不透明だから

その他

（３つ選択 n＝444市町村）

◎文科省実施アンケート結果（市町村教育委員会担当者向け；有効回答市町村数1,172）から




